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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第39期
第１四半期
累計(会計)期間

第40期
第１四半期
累計(会計)期間

第39期

会計期間

自  平成21年
    ４月１日
至  平成21年
    ６月30日

自  平成22年
    ４月１日
至  平成22年
    ６月30日

自  平成21年
    ４月１日
至  平成22年
    ３月31日

売上高 (千円) 782,174 689,3164,038,977

経常損失(△) (千円) △64,342 △62,023 △6,377

四半期(当期)純損失(△)(千円) △45,627 △80,680 △68,077

持分法を適用した
場合の投資利益

(千円) ― ― ―

資本金 (千円) 313,700 313,700 313,700

発行済株式総数 (株) 4,280,0004,280,0004,280,000

純資産額 (千円) 2,597,0272,443,2592,571,216

総資産額 (千円) 4,592,9434,150,9304,293,579

１株当たり純資産額 (円) 607.20 571.25 601.17

１株当たり
四半期(当期)純損失(△)

(円) △10.67 △18.86 △15.92

潜在株式調整後１株当た
り四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 12.00

自己資本比率 (％) 56.5 58.9 59.9

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △56,930△114,158 140,818

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △56,828 △50,556 △80,377

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 39,733 44,830△107,199

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 315,384 222,355 342,630

従業員数 (名) 159 154 156

(注) １  売上高には、消費税等は含まれておりません。

２  当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては、記載しておりません。

３  持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社がありませんので、記載しておりません。

４  潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、１株当たり四半期(当期)純損失であり、また、潜

在株式が存在しないため、記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

該当事項はありません。

　

４ 【従業員の状況】

提出会社の状況

平成22年６月30日現在

従業員数(名) 154

(注) 従業員数は、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

　

EDINET提出書類

兼松エンジニアリング株式会社(E01721)

四半期報告書

 3/21



第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社において、開示対象となるセグメントはありませんので、製品の品目ごとに記載しております。

当第１四半期会計期間における生産実績、受注実績及び販売実績を製品の品目ごとに示すと、次のとおり

であります。

　

(1) 生産実績

　

品目 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

強力吸引作業車 497,357 △4.9

定置型吸引機 7,999 △43.7

高圧洗浄車 84,484 △26.1

ビルメンテナンス用清掃車 6,933 ―

粉粒体吸引・圧送車 63,991 ＋391.1

部品売上 127,664 ＋8.8

その他 46,148 ＋31.2

合計 834,579 ＋1.3

(注) １  生産高は、販売価格によるとともに、消費税等は含まれておりません。
２  その他は、上記品目に属さない製品、デモ車の生産等が主なものであります。

３  汚泥吸引作業車の生産実績はありません。

　

EDINET提出書類

兼松エンジニアリング株式会社(E01721)

四半期報告書

 4/21



　

(2) 受注実績

　

品目
受注高
(千円)

前年同四半期比
(％)

受注残高
(千円)

前年同四半期比
(％)

強力吸引作業車 649,883 △10.5 875,868 ＋22.0

汚泥吸引作業車 26,400 ＋16.6 26,400 ＋16.6

定置型吸引機 19,500 ＋2.1 28,800 ＋92.0

高圧洗浄車 139,715 △12.7 142,050 △17.9

ビルメンテナンス用清掃車 200 ─ ─ ─

粉粒体吸引・圧送車 34,000 ─ 110,000 ─

部品売上 127,664 ＋8.8 ─ ─

その他 79,345 ＋0.7 100,915 △11.0

合計 1,076,709 △4.2 1,284,033 ＋23.3

(注) １  受注高及び受注残高は、販売価格によるとともに、消費税等は含まれておりません。

２  その他は、上記品目に属さない製品、デモ車・中古車の販売及び修理改造等が主なものであります。

　
(3) 販売実績

　

品目 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

強力吸引作業車 418,114 △10.5

定置型吸引機 2,500 △39.0

高圧洗浄車 77,745 △19.7

ビルメンテナンス用清掃車 11,000 ―

粉粒体吸引・圧送車 18,500 △50.0

部品売上 127,664 ＋8.8

その他 33,790 △36.5

合計 689,316 △11.9

(注) １  販売高には、消費税等は含まれておりません。

２  その他は、上記品目に属さない製品、デモ車・中古車の販売及び修理改造等が主なものであります。

３  汚泥吸引作業車の販売実績はありません。

４  主な輸出先及び輸出高並びにその割合等は、輸出高が総販売実績の10％未満であるため、記載を省略しており

ます。

５  主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

前第１四半期会計期間 当第１四半期会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

中京スィーパー㈱ 82,650 10.6 ― ―

(注)　当第１四半期会計期間については、当該割合が10％未満であるため、記載を省略しております。
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２ 【事業等のリスク】

当第１四半期会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は

前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

特記事項はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものであります。

　

(1) 経営成績の分析

当第１四半期会計期間における我が国経済は、海外需要の増加や緊急経済対策を初めとする政策の効

果等を背景に景気は着実に持ち直してきており、自律的回復への基盤が整いつつあります。

当社では、前事業年度に開発した新型「低騒音強力吸引作業車」の試作車を活用し、九州地区から大阪

地区へと受注活動を展開する等、業績の確保に努めてまいりました。

しかし、ユーザーの設備投資が下げ止まっている中、競合の激化もあり、前第１四半期会計期間を下回

る結果となりました。

業績(数値)につきましては、前第１四半期会計期間に比べ受注高は47百万円減の1,076百万円(前年同

四半期比4.2％減)、売上高は92百万円減の689百万円(前年同四半期比11.9％減)となりました。収益面に

つきましては、営業損失69百万円(前年同四半期は営業損失70百万円)、経常損失62百万円(前年同四半期

は経常損失64百万円)、四半期純損失80百万円(前年同四半期は四半期純損失45百万円)を計上することと

なりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第１四半期会計期間末の財政状態は、総資産は、前事業年度末残高に比べ142百万円減少し、4,150百

万円となりました。これは主に、たな卸資産の増加118百万円等はありましたが、売上の減少に伴う売上債

権の減少156百万円等によるものであります。

負債は、前事業年度末残高に比べ14百万円減少し、1,707百万円となりました。これは主に、短期借入金

の増加93百万円等はありましたが、仕入債務の減少65百万円及び引当金の減少22百万円等によるもので

あります。

純資産は、前事業年度末残高に比べ127百万円減少し、2,443百万円となりました。これは主に、剰余金の

配当51百万円及び四半期純損失の計上80百万円等によるものであります。
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(3) キャッシュ・フローの状況の分析

営業活動の結果使用した資金は、前第１四半期会計期間に比べ57百万円増加し、114百万円(前年同四半

期比100.5％増)となりました。主に、売上債権の減少はありましたが、たな卸資産の増加及び税引前四半

期純損失の計上によるものであります。

投資活動の結果使用した資金は、前第１四半期会計期間に比べ６百万円減少し、50百万円(前年同四半

期比11.0％減)となりました。主に、定期預金の払戻による収入はありましたが、定期預金の預入による支

出及び有形固定資産の取得による支出によるものであります。

財務活動の結果得られた資金は、前第１四半期会計期間に比べ５百万円増加し、44百万円(前年同四半

期比12.8％増)となりました。主に、配当金の支払いや長期借入金の返済による支出はありましたが、短期

借入金の純増加によるものであります。

従いまして、現金及び現金同等物の当第１四半期会計期間末残高は、前事業年度末残高に比べ120百万

円減少し、222百万円(前期比35.1％減)となりました。

　

(4) 対処すべき課題

当第１四半期会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第１四半期会計期間の研究開発費の総額は、４百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

該当事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 13,520,000

計 13,520,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年８月11日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 4,280,000 4,280,000
大阪証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 4,280,000 4,280,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年６月30日 ― 4,280,000― 313,700― 356,021

　

(6) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成22年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式    2,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

4,273,000
4,273 同上

単元未満株式
普通株式

5,000
― 同上

発行済株式総数 4,280,000― ―

総株主の議決権 ― 4,273 ―

　

② 【自己株式等】

平成22年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

（自己保有株式）
兼松エンジニアリング株式会社

高知県高知市布師田
3981-7

2,000 ― 2,000 0.0

計 ― 2,000 ― 2,000 0.0

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
４月 ５月 ６月

最高(円) 348 339 358

最低(円) 322 304 305

(注)  最高・最低株価は、大阪証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期累計期間

(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第１四半期

会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期累計期間(平成22年４月１日か

ら平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間(平成21年４月１日か

ら平成21年６月30日まで)及び前第１四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)に係

る四半期財務諸表並びに当第１四半期会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１

四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期財務諸表について、新日本有

限責任監査法人により四半期レビューを受けております。

　

３  四半期連結財務諸表について

当社には子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 387,413 484,266

受取手形及び売掛金 982,884 1,139,331

商品及び製品 4,698 39,108

仕掛品 308,694 177,361

原材料及び貯蔵品 292,103 270,320

繰延税金資産 42,980 57,287

その他 19,543 10,459

貸倒引当金 △208 △1,006

流動資産合計 2,038,109 2,177,128

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 434,507 443,142

土地 1,254,363 1,254,363

その他（純額） 138,911 133,960

有形固定資産合計 ※１
 1,827,782

※１
 1,831,465

無形固定資産 7,342 7,661

投資その他の資産

繰延税金資産 148,343 147,262

その他 163,071 164,022

貸倒引当金 △33,719 △33,961

投資その他の資産合計 277,695 277,323

固定資産合計 2,112,821 2,116,450

資産合計 4,150,930 4,293,579
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(単位：千円)

当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,025,877 1,091,784

短期借入金 151,200 58,200

未払法人税等 1,513 11,681

賞与引当金 25,500 51,047

製品保証引当金 26,000 27,000

その他 101,246 105,424

流動負債合計 1,331,337 1,345,137

固定負債

長期借入金 4,200 9,000

退職給付引当金 128,669 124,321

その他 243,463 243,903

固定負債合計 376,333 377,225

負債合計 1,707,670 1,722,362

純資産の部

株主資本

資本金 313,700 313,700

資本剰余金 356,021 356,021

利益剰余金 1,774,673 1,906,678

自己株式 △1,451 △1,451

株主資本合計 2,442,942 2,574,948

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 316 △3,731

評価・換算差額等合計 316 △3,731

純資産合計 2,443,259 2,571,216

負債純資産合計 4,150,930 4,293,579
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(2)【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 782,174 689,316

売上原価 626,868 529,875

割賦販売未実現利益戻入額 1,695 3,275

売上総利益 157,002 162,715

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 1,000 632

役員報酬 35,850 19,860

給料 64,419 81,351

賞与引当金繰入額 10,471 12,848

退職給付費用 561 3,461

役員退職慰労引当金繰入額 2,946 －

貸倒引当金繰入額 251 －

旅費及び交通費 15,030 18,521

減価償却費 3,675 5,894

研究開発費 7,040 3,853

その他 86,526 85,961

販売費及び一般管理費合計 227,773 232,385

営業損失（△） △70,771 △69,670

営業外収益

受取利息 634 233

受取賃貸料 3,497 3,377

出資金運用益 1,546 1,517

助成金収入 － 3,133

その他 1,175 982

営業外収益合計 6,853 9,244

営業外費用

支払利息 386 192

為替差損 32 1,402

その他 4 2

営業外費用合計 424 1,597

経常損失（△） △64,342 △62,023

特別利益

貸倒引当金戻入額 328 1,041

製品保証引当金戻入額 4,000 1,000

特別利益合計 4,328 2,041

特別損失

固定資産除却損 381 40

投資有価証券評価損 6,004 6,615

特別損失合計 6,386 6,655

税引前四半期純損失（△） △66,400 △66,638

法人税、住民税及び事業税 1,022 816

法人税等調整額 △21,795 13,226

法人税等合計 △20,773 14,042

四半期純損失（△） △45,627 △80,680

EDINET提出書類

兼松エンジニアリング株式会社(E01721)

四半期報告書

14/21



(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純損失（△） △66,400 △66,638

減価償却費 23,126 23,685

貸倒引当金の増減額（△は減少） △77 △1,041

賞与引当金の増減額（△は減少） △72,577 △25,547

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △11,950 －

製品保証引当金の増減額（△は減少） △4,000 △1,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,030 4,347

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △298,617 －

受取利息及び受取配当金 △944 △641

支払利息 386 192

投資有価証券評価損益（△は益） 6,004 6,615

売上債権の増減額（△は増加） 563,837 156,689

たな卸資産の増減額（△は増加） △46,243 △118,706

仕入債務の増減額（△は減少） △279,085 △57,896

その他 226,274 △24,820

小計 38,703 △104,762

利息及び配当金の受取額 426 236

利息の支払額 △383 △197

法人税等の支払額 △95,676 △9,434

営業活動によるキャッシュ・フロー △56,930 △114,158

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △73,352 △73,852

定期預金の払戻による収入 30,352 50,429

有形固定資産の取得による支出 △12,837 △26,870

その他 △990 △264

投資活動によるキャッシュ・フロー △56,828 △50,556

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 99,000 93,000

長期借入金の返済による支出 △15,150 △4,800

リース債務の返済による支出 △434 △434

配当金の支払額 △43,682 △42,935

財務活動によるキャッシュ・フロー 39,733 44,830

現金及び現金同等物に係る換算差額 143 △391

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △73,882 △120,275

現金及び現金同等物の期首残高 389,266 342,630

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 315,384

※
 222,355
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期会計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31日)及

び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31日)を適用して

おります。

これによる損益に与える影響はありません。

　

【表示方法の変更】

　
当第１四半期会計期間

(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

(四半期損益計算書関係)

前第１四半期累計期間において、営業外収益の「その他」に含めていた「助成金収入」は、営業外収益総額の

100分の20を超えたため、当第１四半期累計期間より区分掲記することとしました。なお、前第１四半期累計期間の

営業外収益の「その他」に含まれる「助成金収入」は37千円であります。

　

【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

※１  有形固定資産の減価償却累計額 1,224,322千円
　

※１  有形固定資産の減価償却累計額 1,202,044千円
　

２  保証債務

他社のリース契約に対して次のとおり保証を行っ

ております。

㈱梅井建設 10,052千円

㈱ユーロトランス 5,385 〃

新井建設㈱ 3,190 〃

新栄工業㈱ 2,375 〃

日本マイティー㈱ 2,003 〃

㈱大阪環境 359 〃

㈱神姫メンテナンス 271 〃

計 23,638 〃
 

２  保証債務

他社のリース契約に対して次のとおり保証を行っ

ております。

㈱梅井建設 11,199千円

㈱ユーロトランス 6,234 〃

新井建設㈱ 3,449 〃

新栄工業㈱ 2,990 〃

日本マイティー㈱ 2,346 〃

㈱大阪環境 946 〃

㈱神姫メンテナンス 582 〃

新栄工業㈱ 287 〃

計 28,036 〃
 

　

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 497,781千円

預入期間が
３ヶ月を超える定期預金

△123,890 〃

預入期間が
３ヶ月を超える定期積立金

△48,000 〃

別段預金 △10,507 〃

現金及び現金同等物 315,384 〃
 

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対

照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 387,413千円

預入期間が
３ヶ月を超える定期預金

△123,904 〃

預入期間が
３ヶ月を超える定期積立金

△32,000 〃

別段預金 △9,153 〃

現金及び現金同等物 222,355 〃
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(株主資本等関係)

当第１四半期会計期間末(平成22年６月30日)及び当第１四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  

平成22年６月30日)

１  発行済株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期会計期間末

普通株式(株) 4,280,000

　

２  自己株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期会計期間末

普通株式(株) 2,978

　

３  新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４  配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成22年６月18日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 51,324 12平成22年３月31日 平成22年６月21日

　

(2) 基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力発生

日が当四半期会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当第１四半期累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

(追加情報)

当第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成

21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20

号  平成20年３月21日)を適用しております。

当社は、環境整備機器関連事業並びにこれらの付帯業務の単一事業であります。従いまして、開示対

象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

　
当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

　 571円25銭
　

　 601円17銭
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 2,443,259 2,571,216

普通株式に係る純資産額(千円) 2,443,259 2,571,216

普通株式の発行済株式数(株) 4,280,000 4,280,000

普通株式の自己株式数(株) 2,978 2,978

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数(株) 4,277,022 4,277,022

　

２  １株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

第１四半期累計期間

前第１四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

１株当たり四半期純損失 △10円67銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
　

１株当たり四半期純損失 △18円86銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―
　

(注) １  潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在

しないため、記載しておりません。

２  １株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第１四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

四半期損益計算書上の四半期純損失(△)(千円) △45,627 △80,680

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △45,627 △80,680

普通株式の期中平均株式数(株) 4,277,022 4,277,022

　

２ 【その他】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

兼松エンジニアリング株式会社(E01721)

四半期報告書

18/21



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月10日

兼松エンジニアリング株式会社

取締役会  御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    山  田      晃    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    梅  原      隆    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている兼松

エンジニアリング株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第39期事業年度の第１四半期会

計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成21年４月１日から平成

21年６月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、兼松エンジニアリング株式会社の平成21年６月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月10日

兼松エンジニアリング株式会社

取締役会  御中

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    山  田      晃    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    梅  原      隆    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている兼松

エンジニアリング株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第40期事業年度の第１四半期会

計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成22年４月１日から平成

22年６月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監

査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、兼松エンジニアリング株式会社の平成22年６月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を

適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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